２．頭　首　工

2-1　記 入 上 の 留 意 点

　頭首工の記入上の留意点

（1） 総括表

1) □有、□無の選択は、「■有、□無」又は「レ有、□無」を記入する。

2) 該当する項目がない場合は、「該当無し」を記入する。

（2） 照査表

1) 照査欄の該当項目は、受注者の管理技術者が特別仕様書等に基づき該当する項目に「○」印を記入する。照査欄の確認は、受注者の照査技術者が作業の完了した時点で該当する項目に「レ」印を記入する。

2) 確認欄の該当項目は、発注者の監督職員が特別仕様書等に基づき該当する項目に「○」印を記入する。確認欄の確認は、発注者の確認担当者が打合時に該当する項目に「レ」印を記入する。

（3） １．１（設計の目的・主旨）、１．３（貸与資料の確認）及び１．４（現地調査結果等）

1) □有、□無等の選択は、「■有、□無」又は「レ有、□無」を記入する。（この項、以下同じ）。

2) 報告書記載頁は最終報告書の頁数とし、受注者が記入する。なお、該当項目がない場合は「該当無し」と記入する。（この項、以下同じ）。

3) 照査欄は、発注者が「O.K.」又は「レ」印を記入する。（この項、以下同じ）。

（4） １．２（設計基本条件）

1) 該当する内容の 　　　　 欄に数値等を記入する。例えば、流域面積Ａ＝ ９５６ km2 ｡なお、該当する項目がない場合は、　－　 を記入する。例えば、計画高水敷高EL. 　－　 ｍ｡（この項、以下同じ）。

（5） １．５（設計計画）

1) 「形式の検討　5)止水・洗掘対策　止水方法、洗掘に対し適応した形式か（コンクリート、綱矢板、ケーソン等）」のカッコ内は、不採用のものに抹消線を付す。例えば、（コンクリート、綱矢板、ケーソン等）

（6） ２．１（水理計算）

1) 「河川の水位 (1)頭首工築造前の洪水位」は、河川計画がない場合に検討する。「河川の水位 (2)頭首工築造後の洪水位」は、堰築造後、洪水時に堰上流に堰上げを生じる場合に検討する。例えば、固定堰を計画する場合。

2) 取水工の水理計算は最大取水量にて行う。なお、取り入れ口が左右岸２ヶ所ある場合は、設計取水位決定根拠を明確にするため２ケース記載する。

3) 該当する内容がない場合、　　　　 欄は空欄とし、報告書該当頁に「該当無し」と記入する。例えば、固定堰、沈砂地、魚道、又は下流放流工がない場合、その内容は空欄となる。

（7） ２．２（構造計算）

1) 設計条件は不足する項目があれば追加する。

2) 堰柱、取水工、擁壁の安定・構造計算結果は、代表的なものを記載する。なお、構造計算の検討結果が常時であるか、地震時であるか明示にするため、備考欄で不採用のものに抹消線を付す。例えば、常時、地震時。

3) 安定・構造計算の工種及びケースは膨大な量となるので、報告書の各工種結果一覧表を添付することが望ましい。

（8） ２．３（基礎工の検討）

1) 基礎工は、別途「基礎工照査要領」による。

2) 本照査の手引書では、各工種の「(1)支持層、(2)基礎形式」について記載する。

（9） ２．４（耐震設計の検討）

1) 土地改良事業計画設計基準・設計「頭首工」が平成20年３月に改定されたため、頭首工の堰柱及び堰柱基礎は、重要度区分に応じ、レベル２地
震動を用いた耐震設計を行う。

レベル２地震動に対する耐震性能照査手法には、地震時保有水平耐力法、限界状態設計法、応答変位法等があるが、本照査の手引き書においては、
地震時保有水平耐力法による設計についての照査項目を示している。

2) 堰柱、堰柱基礎工、及び床版とも、震度法と地震時保有水平耐力法の両方を満足した構造となっているかどうかを照査する。

（１０）２．５（設計図作成）

1) □Yes、□No等の選択は、「■Yes、□No」又は「レYes、□No」を記入する。

（１１）３．１（仮設計画・数量計算・施工計画）、３．２（特別仕様書・概算工事費・報告書）

1) □適正、□不適等の選択は、「■適正、□不適」又は「レ適正、□不適」を記入する。

2) 仮設計画(2)仮締切計画は、代表的なものを記載する。
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